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あらまし 自律分散ネットワークの一形態として，モバイルアドホックネットワーク (MANET)が存在する．そして，

MANETの大規模化に対し効率的なルーティングを行う手法として，自律分散クラスタリングを提案してきた．自律

分散クラスタリングはMANETを複数のクラスタと呼ばれるサブネットワークに分割して分散的に管理することで，

MANETの大規模化に対する高い適応性を示している．自律分散クラスタリングはクラスタの管理を定期的に送信さ

れる制御パケットを用いて行う．しかしながら，制御パケットを一定間隔で送信するため，各クラスタは動的に変化

するノードモビリティには適応していない．クラスタごとに異なるノードモビリティの変化に対する適応性を高める

ためには，クラスタごとに制御パケットの送信間隔を調整することが重要となる．本稿では，自律分散クラスタリン

グの自己組織化の一例として，クラスタのノードモビリティの変化に対する制御パケットの送信間隔制御手法を提案

する．提案手法は，クラスタのノードモビリティの変化に適応して制御パケットの送信頻度を調整することで，安定

性の高いクラスタ構築を行う．
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Abstract Mobile ad-hoc networks (MANETs) belong to the type of autonomous distributed networks. In order

to manage large-scaled MANETs efficiently, we had proposed an autonomous clustering with high scalability and

adaptability. In the autonomous clustering, a MANET is divided into disjoint sub-networks (called clusters), and

they are maintained using periodically sending control messages within the clusters. However, it can not adapt to

node mobility which is dynamically changing, because of periodically transmitting control messages. We propose a

new transmitting rate control scheme of control messages to adapt node mobility. The proposed scheme is one of

self-organizing control schemes in autonomous clustering. The proposed scheme dynamically changes the interval

for transmitting control messages, adapting to variation of node mobility in each cluster. The proposed scheme can

contribute to enhance its scalability and adaptability.
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1. は じ め に

新世代ネットワーク技術戦略で述べられている，トラスタブ

ルな端末・インフラ・サービスアプリケーションを実現するに

は，アシュアランスネットワーク技術が不可欠である．アシュ

アランスネットワークは，ネットワークの大規模化や，ネット

ワーク環境の変動，セキュリティに対する攻撃や故障を引き起

こすフォールトが存在した場合においても，期待される情報通

信サービスをリアルタイムに実行するネットワークである [1]．

本稿では，アシュアランスネットワーク技術の一つの事例とし
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て，モバイルアドホックネットワーク (以下，MANET)クラス

タリングの自己組織化技術について議論する．

MANETは基地局や有線網を用いない，モバイル端末 (以下，

ノード)のみで構成される自律分散ネットワークの一形態であ

る．MANETはノードの移動が想定されており，時間の経過と

ともにネットワークトポロジが頻繁に変化する．我々は，この

ような MANETの大規模化に対し効率的なルーティングを行

う手法として，自律分散クラスタリングと自律分散クラスタリ

ングに基づく階層ルーティングを提案してきた [2], [3]．自律分

散クラスタリングは MANET をクラスタと呼ばれるサブネッ

トワークに分割して管理する．各クラスタは常に一定のノード

数となるように構成されており，MANET内のノード数の増加

した場合でも制御パケットのオーバヘッドを抑えたノードの管

理を行うことができる．

MANETではノードの移動速度や移動方向などのモビリティ

は均一ではなく，場所や時刻によってノードのモビリティや分

布密度が頻繁に変化する．そのため，モビリティや密度の変化

に動的に適応可能なルーティングが必要となる．自律分散クラ

スタリングでは定期的にブロードキャストする制御パケットを

用いてクラスタの管理を行っており，制御パケットの送信間隔

に応じてルーティング性能が変化する．しかしながら，ノード

モビリティが頻繁に変化する場所では送信間隔を一意に決定す

ることが困難である．例えば，モビリティの高い環境で送信間

隔を長く設定した場合には，頻繁に発生するリンク切断によっ

てデータパケットの到達性能が悪化する．また，モビリティの

低い環境では制御パケットのオーバヘッドの増加を抑えるため，

必要以上の制御パケットを送信しないことが望ましい．そのた

め，制御パケットの送信間隔を周辺のノードモビリティに合わ

せて動的に設定する必要がある．

一方，ノードの分布密度が動的に変化する環境では，全ての

ノードが最大送信電力で通信を行うことは非効率的である．例

えば，ノード密度の高い場所で最大送信電力を用いてパケット

の送信を行う場合，パケットの衝突や電波干渉によるパケット

ロスの発生頻度が増加すると考えられる．ここで，自律分散ク

ラスタリングの密度の変化への適応手法は文献 [4]で述べてい

る．文献 [4]では，各ノードが周辺のノードの分布密度に適応し

てパケットの送信電力を調整する手法を提案し，データパケッ

トの到達性能をそれほど低下させずにパケットの衝突や消費電

力の削減効果を示している．

自律分散クラスタリングは MANETをクラスタに分割して

場所ごとに管理することができるため，クラスタ単位でノード

のモビリティや密度の変化に自律的に対応可能である．本稿で

は，自律分散クラスタリングの自己組織化制御の一例として，

クラスタのノードモビリティの変化に対する制御パケットの送

信間隔制御手法を提案する．提案手法は，クラスタのノードモ

ビリティの変化に適応して制御パケットの送信頻度を調整する

ことで，モビリティの変化に対応したクラスタ管理を行うこと

が可能となる．
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図 1 クラスタの構成例

2. 自律分散クラスタリング

2. 1 概 要

自律分散クラスタリングはネットワークを階層的に管理する

ため，MANETをクラスタに分割して管理する．各クラスタは

クラスタを管理するクラスタヘッド (以下，CH)，及び，その

他のノード (以下，メンバ）から構成され，CHのノード IDが

そのクラスタの IDとなる．

CHはクラスタ内に自身を根とするクラスタヘッドベースツ

リー (以下，CHBT) を構築することでクラスタの構築，管理

を行う．クラスタの管理を行うためにMEP(MEmber Packet)，

MAP(Member Ack Packet)と呼ばれる 2種類の制御パケット

を使用する．クラスタヘッドは定期的にMEPをブロードキャ

ストする．MEPを受信したノードはMEPに記載されている

クラスタ ID と自身のクラスタ ID を比較する．クラスタ ID

が同じならばMEPを隣接ノードへブロードキャストし，違う

ならそのクラスタ IDを隣接クラスタとして保存しMEPを破

棄する．ここで，MEPは Helloパケットの役割も担っており，

MEPを受信したノードはその 1ホップ前のノードを隣接ノー

ドとして認識する．そして，MEP を受信したノードは MEP

に対する応答メッセージとして，一定時間後に自身の IDと隣

接クラスタ情報を付加したMAPを CHに向けて送信する．こ

こで，MAPは CHのホップ数が長いメンバほど早く送信され

るように設定されており，中継ノードはそれまでに受信した

MAP の内容を集約しながら CH まで転送することができる．

この MEP，MAPを定期的に送受信することで CHは自身を

根とする CHBTを構築し，メンバ情報，及び，隣接クラスタ

情報の収集やクラスタ内ルーティングに利用している．図 1に

自律分散クラスタリングの例を示す．図 1は A,B,C,Dの 4つ

のクラスタを示し，各クラスタは CHを根とする CHBTを構

成している．

また，各メンバは周辺のノードのクラスタ IDを調べること

で自身のいるクラスタを認識し，自身の所属クラスタを遷移さ

せる．ノードの移動に対し，各ノードが自律的に所属クラスタ

を変化させることでクラスタの維持を行うことができる．加え

て，自律分散クラスタリングではクラスタの大きさを制限する

ために，クラスタを構成するノード数 (以降，クラスタサイズ)

にはあらかじめ下限値 Lと上限値 U を設定している．CHは
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MAPからメンバ数を測定し，クラスタサイズが下限値 Lを下

回る場合は隣接クラスタと結合を行う．このとき，CHは隣接

クラスタ情報を用いて全隣接クラスタのノード数をチェックし，

結合後のクラスタサイズが上限値 U を超えないクラスタと結

合を行う．クラスタサイズが上限値 U を上回ると，CHはメン

バから新たな CHを指定し，二つのクラスタに分割する．メン

バの移動などによるクラスタサイズの変化に対し，結合，分割

を行うことでクラスタを安定させている．自律分散クラスタリ

ングについての詳細な説明は文献 [2]で述べている．

2. 2 階層ルーティングプロトコルHi-AODV

Hi-AODV [3] は，自律分散クラスタリングに基づいた階層

ルーティングプロトコルである．Hi-AODVはクラスタ内ルー

ティングとクラスタ間ルーティングの二つの処理に分類される．

クラスタ内ルーティングはデータパケットの送信はCHBTを用

いて行う．データパケットは，まず CHに送信され，そこから

目的のノードまでCHBTを用いて配信される．クラスタ間ルー

ティングでは一つのクラスタを仮想ノードとみなし，AODV [5]

の概念に基づいたルーティングを行う．クラスタ間ルーティン

グに用いるための経路表は各クラスタの CHのみが管理してお

り，経路の探索・維持はクラスタ単位で行う．また，制御パケッ

トの処理は CHのみが行い，他のノードは転送のみを行うこと

でルーティング時のオーバヘッドを抑えている．

以降，本手法を従来手法と呼ぶ．

3. 提 案 手 法

従来手法ではMEPの送信間隔がルーティング性能に影響を

及ぼすため，ノードモビリティが動的に変化する環境での送信

間隔の設定が難しい．また，ノードモビリティはMANET全体

で均一ではなく場所によって異なるため，場所ごとに適応した

送信間隔を設定する必要がある．そのため，自律分散クラスタ

リングにおける，ノードモビリティの変化に対する制御パケッ

トの送信間隔制御手法を提案する．提案手法はクラスタのノー

ドモビリティをその局所情報に基づいて推測し，モビリティに

応じてMEPの送信間隔を動的に制御する手法である．以下に，

ノードモビリティを推測するための指標とMEP送信間隔の選

択手法を示す．

3. 1 ノードモビリティの推測

提案手法はクラスタのノードモビリティの指標を，クラスタ

内とクラスタ間の各ノード (vi)におけるMEP送信時間当たり

の隣接ノードの変化数 (Dvi)と定義する．Dvi の計算式を以下

の式 (1)に示す．ここで，Dlinkvi はノード vi の隣接ノードの

うち，任意時間内に新しく隣接ノードとなった，または，隣接

ノードではなくなったノードの個数を示し，リンクの変化によ

り CHBTの構成に影響するノード数を表す．また，Dlinkvi は

式 (2)で計算される．ここで，Nvitj , Nvitj+1 はそれぞれ時刻

tj , tj+1(tj < tj+1)における，ノード vi の隣接ノードの集合で

ある．

一方，Dclstvi は Dlinkvi に含まれず，クラスタ IDが変化し

たノードの個数であり，クラスタ IDが変化してクラスタに加

入，または，脱退したノードの個数である．Dclstviはノード vi

とのリンクが変更されなかったが，移動によって他のクラスタ

に移ったノードの集合を示し，クラスタ間のノードモビリティ

を表す．Dclstvi は式 (3)から求められ，Cvitj , Cvitj+1 はそれ

ぞれ時刻 tj , tj+1 における，ノード vi の隣接ノードのうちノー

ド vi とクラスタ IDが同じノードの集合である．

また，式 (1)の w1, w2 は各評価値に対する重みであり，その

値によってクラスタ内，クラスタ間のどちらの変化に重点を置

くかを示す．

Dvi = w1 ×Dlinkvi + w2 ×Dclstvi (1)

Dlinkvi = |(Nvitj ∪Nvitj+1)− (Nvitj ∩Nvitj+1)| (2)

Dclstvi = |(Nvitj ∩Nvitj+1)

∩{(Cvitj ∪ Cvitj+1)− (Cvitj ∩ Cvitj+1)}|(3)

Dvi は各ノードがMAP送信時に計測し，MAPに付加して

CHに送信する．CHはMAP受信後，MEPを送信する際に各

ノードが計測したDvitj の最大値Dmaxtj を求め，この値をク

ラスタのノードモビリティと設定する．

3. 2 MEP送信間隔の選択

以下に，MEP 送信間隔の選択手法を示す．提案手法では，

CHがMAPによって得られた Dmax の値を基にMEPの送信

間隔を選択する．MEP送信間隔の選択手順を以下に示す．

まず，MEPの送信間隔 (Tp)を Tp0, Tp1, ..., Tp4(0 < Tp0 <

Tp1 < ... < Tp4)の 5通り設定する．Dmaxtj に対する閾値を

Th0, Th1, Th2，Th3(0 <= Th0 <= Th1 <= Th2 <= Th3)と設定す

る．そして，Dmaxtj と閾値を比較して以下のように送信間隔

を設定する．ここでは，現在の送信間隔が Tp = Tpi の場合に

ついて説明する．

(1) Dmaxtj <= Th0かつ Dmaxtj−1 <= Th0 の場合，Tp =

Tpi+1 と設定する．

(2) Th0 < Dmaxtj <= Th1 の場合，変更しない．

(3) Th1 < Dmaxtj <= Th2 の場合，Tp = Tpi−1 と設定する．

(4) Th2 < Dmaxtj <= Th3 の場合，Tp = Tpi−2 と設定する．

(5) Dmaxtj > Th3 の場合，Tp = Tpi−3 と設定する．

上記の条件式では，隣接ノード数の変化が少ない場合は Tp

を長く調整し，変化が多い場合は Tpを短く設定する．送信間

隔を長く設定した場合にはクラスタの構成に直接影響がある

ため，(1)の条件は過去二回計測した Dmax がともに閾値以下

の場合のみ送信間隔の増加を行っている．また，ノードモビリ

ティが高い場合はリンク切れによりクラスタの維持ができな

いため，全体的に Tpを短くなるように設定している．CHは

MEPを送信する際に，上述した条件式から得られた Tpを次

回のMEP送信時刻に設定し，MEPをブロードキャストする．

以上のように，CHがMEPの送信間隔を動的に制御すること

で，ノードモビリティへの対応を行う．

4. 評 価 実 験

提案手法の有効性を示すため，シミュレーション実験により

従来手法との比較，評価を行った.

4. 1 実 験 環 境

本実験における実験環境を表 1に示す．また，表 2は従来手
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表 1 実 験 環 境

シミュレータ QualNet ver.4.5 [6]

ノード数 300

フィールドサイズ (m2) 3000× 2500

ノードの移動モデル Random Way Point [7]

ノードの停止時間 (s) 0

シミュレーション時間 (s) 300

パケットタイプ CBR

パケットサイズ (byte) 512

送信間隔 (s) 0.25

SD ペア数 30

表 2 各手法におけるパラメータ

クラスタサイズ (L, U) (20, 50)

MEP 送信間隔 (s) Tpi (i = 0, 1, . . . , 4) (1, 2, 3, 4, 5)

閾値 (Th0, Th1, Th2, Th3) (3, 6, 9, 12)

重み (w1, w2) (1, 1)

法，提案手法で用いるパラメータである．ここで，表 1 より，

SDペア数とはデータパケットの送受信を行う送信ノードと宛

先ノードのペア数を示している．また，本実験では移動速度が

最大移動時間と最小移動時間の間でランダムに変化する環境と，

移動速度が時間とともに段階的に変化する環境において実験を

行った．

4. 2 予 備 実 験

提案手法では MEP の送信間隔を閾値 Th を用いて行っ

ているため，Th の値が重要なパラメータとなる．次節以

降のシミュレーション実験では提案手法における閾値を

{Th0, Th1, Th2, Th3} = {3, 6, 9, 12}と設定した．そこで，予
備実験として設定した Thの値の妥当性を調べる．予備実験で

は従来手法を用いて，ノードの移動速度に対するDmaxを計測

する．そして，得られた傾向から Thの評価を行う．本実験で

は従来手法のMEP送信間隔を 1(sec)と設定する．また，ノー

ドの移動速度は 1，5，10(m/s) の 3 パターン設定する．ここ

で，本実験ではノードの移動速度に対するDmax を計測するた

め，ノードの移動速度はシミュレーション終了まで一定であり，

すべてのノードが同じ速度で移動する環境を対象としている．

実験結果を図 2 に示す．図 2 は各 CH が計測した Dmax の

値を時間ごとにプロットしたものである．同図の x軸はシミュ

レーションの経過時間を示し，y 軸はその時刻における Dmax

の値を示している．また，図 2の (a), (b), (c)はノードの移動

速度を 1，5，10(m/s)と設定した場合を示している．

まず，図 2(a)に着目する．図 2(a)はノードモビリティが低

い環境であり，Dmax の値は全体的に低くなる傾向にある．特

に Dmax が 3以下となる割合が高くなっている．ここで，3. 2

節より，提案手法において MEP 送信間隔を長くする条件は

Dmax <= Th0 である．MEP送信間隔を長くする場合は，ノー

ドモビリティが低くなっていることが望ましいため，ノードの

移動速度 1(m/s) の場合を一つの指標として Th0 の値を 3 と

設定する．同様に，図 2(b) から，Dmax は 6 以下の割合が高

くなっているため，Th1 を 6と設定した．また，図 2(c)から

Dmax が 12 を超えることは稀であり，もし超えた場合はノー

ドモビリティが高くなっていると判断し，送信間隔を迅速に短

くする必要がある．そのため，送信間隔を最低値に設定するた

めの閾値 Th3 = 12と設定した．そして，Th2 は Th1 と Th3

の中間値として，Th2 = 9と設定した．

4. 3 シミュレーション実験 1

本実験では，移動速度が最大移動速度と最小移動速度の間で

ランダムに変化する環境において，提案手法と従来手法との

比較を行った．本実験では移動モデルとして，Random Way

Pointモデルを使用し，最小移動速度を 1(m/s)，最大移動速度

を 1，5，10(m/s)と設定した．また，従来手法はMEP送信間

隔を 1，2，. . . , 5(sec)としたものを評価した．図 3，図 4に各

手法におけるデータパケットの到達率，制御パケットの総バイ

ト数のグラフを示す．ここで，図 4は，送信された制御パケッ

トのうちクラスタ内ルーティングのために送信された制御パ

ケット（主にMEP，MAP）のパケットサイズの合計値を示す．

各図の x軸はノードの最大移動速度を示す．図 3の y軸はデー

タパケットの到達率を示し，図 4の y 軸は制御パケットの総バ

イト数を示す．また，各図の Previous scheme 1， 2，. . . , 5は

それぞれ従来手法でMEP送信間隔を 1， 2，. . . , 5(sec)とし

たものを示している． そして，図のエラーバーは 90%の信頼

区間を示している．

まず，従来手法に着目する．図 3 から，従来手法は MEP

送信間隔を長くした場合にデータパケット到達率が減少する．

また，ノードの移動速度が 1(m/s)の場合は Previous scheme

1 と Previous scheme 2 の間にほとんど差はない．しかしな

がら，ノードの移動速度が 5，10(m/s) と増加した場合には

Previous scheme 2 は Previous scheme 1 と比べて約 10%低

下する．Hi-AODVではクラスタ内のルーティングを，MEP，

— 4 —
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図 3 データパケット到達率

MAPの送受信によって構築される CHBTのみに頼っているた

め，MEP送信間隔を長くした場合はノードの移動によるリン

ク切断に迅速に対応できない．また，ノードの移動速度が増加

するとリンク切断頻度も増加するため，MEP送信間隔を長く

した場合には経路の修復が間に合わずデータパケット到達率が

悪化した考えられる．このことから，ノードモビリティの高い

環境でデータパケット到達率を向上させるには，MEPの送信

間隔を短く設定する必要があると言える．一方，図 4から，従

来手法はMEP送信間隔を長くした場合，MEP送信間隔に反

比例して送信する制御パケット量が減少することがわかる．従

来手法におけるクラスタ内ルーティングでは，制御パケットを

定期的に送信しているので，その送信間隔によって送信される

制御パケット量が変化する．そのため，制御パケットのオーバ

ヘッドを削減するためにはMEPの送信間隔を長く設定する必

要がある．

次に，提案手法と従来手法の比較を述べる．図 3より，提案

手法は Previous scheme 1 と比較して，ノードの移動速度に

かかわらず 5%程度データパケット到達率が減少する．提案手

法は制御パケットの送信数を動的に変更している．そのため，

Previous scheme 1と比べると，ノードモビリティの高い場合に

おいてもMEP送信間隔が長くなるため，データパケット到達率

が低下した考えられる．一方，図 4から，提案手法は Previous

scheme 1と比較して，制御パケットの総バイト数を 30 ∼ 50%

ほど削減できたことがわかる．このことから，提案手法の制御

パケット削減効果がわかる．以上から，Previous scheme 1と

比較した場合のデータパケット到達率の減少は 5%程度となっ

ており，また，制御パケット量を抑えたルーティングを行うこ

とができる．そのため，提案手法はノードモビリティに対応し

て高いデータパケット到達率を維持したまま，制御パケットの

送信量を削減できる効率的な手法だといえる．

4. 4 シミュレーション実験 2

本実験では提案手法の制御パケットの送信間隔制御機能を評

価するために，MANET 内のノードモビリティが動的に変化

する環境を用いて実験を行った．ノードの移動方法は Random

Way Point モデルを基本にし，各ノードの移動速度をシミュ

レーション時刻に応じて段階的に設定する．シミュレーション

Maximum node speed (m/s)1 5 10Total size of control packets (MByte) 024681012141618 Proposed scheme Previous scheme 1Previous scheme 2 Previous scheme 3Previous scheme 4 Previous scheme 5
図 4 制御パケットの総バイト数

時刻が 0(sec)から 100(sec)，及び，200(sec)から 300(sec)で

は移動速度を 1(m/s)と設定し，100(sec)から 200(sec)では移

動速度を 10(m/s)と設定する．また，シミュレーション中の任

意の時刻では全てのノードが同じ移動速度を用いるものとする．

図 5，図 6に各手法におけるデータパケットの到達率，制御

パケットの総バイト数のグラフを示す．各図の x軸は，提案手

法，及び，従来手法でMEP送信間隔を 1，2，3(sec)としたも

のを示している．また，図 5の y 軸はデータパケットの到達率

を示し，図 6の y 軸は制御パケットの総バイト数を示す．そし

て，図のエラーバーは 90%の信頼区間を示している．

図 5，図 6に着目する．図から，従来手法は，MEP送信間

隔を長くするとデータパケット到達率，及び，制御パケットの

総バイト数ともに減少している．そして，提案手法は Previous

scheme 1と 2のほぼ中間の性能を示しており，シミュレーショ

ン実験 1で示した結果とほぼ同じ傾向を示したことが分かる．

次に図 7，図 8にシミュレーション時刻に対する，各ノード

が送信したMEPの総数とスループットのグラフを示す．各図

の x 軸は，シミュレーションの経過時刻を示している．また，

図 7の y 軸は MEP 送信数の時間変化を示す．ここで，MEP

送信数は，ある時刻からそれ以前の 10秒間に送信されたパケッ

ト数を集計し，それを 1秒あたりのMEP送信数に計算してプ

ロットしている．図 8の y 軸はあて先ノードに到達したデータ

パケット量から計算されたスループットを 2秒単位でプロット

している．

まず，図 7 に着目する．図 7 から，従来手法はシミュレー

ション時刻に依存せずほぼ一定数のMEPを送信していること

がわかる．また，MEP送信数はMEP送信間隔によって異なる

ため，その差が図 6で示した制御パケットの総バイト数の差と

なるといえる．ここで，Previous scheme 2, 3，及び，提案手

法はシミュレーション時刻がおよそ 20(sec)あたりまでは制御

パケットの送信数が高くなっている．この理由として，シミュ

レーション開始当初はクラスタが安定しておらず，クラスタサ

イズが (L, U)の間に収束するまでに時間がかかる．クラスタ

サイズを安定させるために制御パケットを多く送信するため，

最初の数十秒はMEPの送信数が多くなったと考えられる．一

方，提案手法は 110(sec)から 210(sec)の間で MEP送信数が

— 5 —
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増加している．本実験では 100(sec)から 200(sec)までノード

の移動速度を増加させている．そのため，クラスタのノードモ

ビリティが増加し MEPの送信間隔が短くなるため，MEPの

送信数が増加するのだと考えられる．また，ノードモビリティ

が低いときには制御パケットの送信を抑えていることがわかる．

次に，図 8に着目する．図 8は各時刻におけるスループット

を示している．シミュレーション時刻が 100(sec)あたりまでは

多少のばらつきがあるものの，各手法に差異は見られなかった．

しかしながら，100(sec)を越えたあたりで Previous scheme 2，

3はスループットが低下する．本実験では 100(sec)からノード

の移動速度を増加させているため，その影響でスループットが

低下したと考えられる．ここで，提案手法は Previous scheme

2，3と比べてスループットの低下を抑えている．提案手法はモ

ビリティの増加とともに，MEPの送信間隔を短く設定するた

め，ノードモビリティの増加によるリンク切断に対応できると

考えられる．

5. ま と め

本稿では，ノードモビリティの変化に適応してクラスタ構築

のための制御パケット送信間隔を自律的に制御する手法を提

案した．また，提案手法と従来手法をシミュレーション実験に

より比較，評価した．その結果，提案手法はノードモビリティ

の変化が起こるネットワーク環境において，制御パケットの送

信間隔を調整し，制御パケット量を抑えながらスループットを

向上させるために有効であることを示した．本手法は、ネット

ワーク環境の変化を局所情報から推測し、それに基づいて自律

050100150200250300350

0 50 100 150 200 250 300
Previous scheme 1 Previous scheme 2Previous scheme 3 Proposed schemeNumber o

f MEP

Simulation time (sec)
図 7 単位時間当たりの MEP 送信数

Simulation time (sec)
Througput
(Kbps)

024
681012141618

0 50 100 150 200 250 300
Previous scheme 1 Previous scheme 2Previous scheme 3 Proposed scheme
図 8 スループットの時間変化

分散クラスタリングを自己組織化する手法の一例として示した．

今後は，ノードの分布密度の変化も考慮した自己組織化手法を

検討していく予定である．
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